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　平成24年３月、新たな土地改良長期計画
が前倒しで見直しされて閣議決定されました。
農林水産研究基本計画も従前の土地改良長期
計画を踏まえた形で作成されている経緯があ
ります。この計画の意義を紹介するとおおよ
そ次のようなことが言えます。①現代社会の
存立にとって、今、ゆるがせにできない３つ
の危機が忍び寄りつつあります。食をめぐる
危機、国土の危機、農村の危機です。②本計
画は、食料生産と国土保全の基礎をなす｢水
と土｣を再生し、将来に向かってその役割が
増大されるように創造していくことを通じて、
これらの危機に対処しようとするものです。
③本計画に位置付けた取組は、農業用水、農
地、農業用用排水施設等の整備及び管理を適
切に推進することにより、食料生産の体質を
強化するとともに、これまで経験したことの
ない大震災からの国を挙げての早急な復興、
国土全体の防災・減災力の強化と多面的機能
の発揮を図り、あわせて、｢水と土｣を支えて
きた農村の協働力や地域資源の潜在力を活か
してコミュニティを再生することを目指すも
のです。�
  この計画の効率的かつ効果的な推進を図る
ため、「技術開発の促進と人材の育成・確保」
が重要事項の一つに掲げられています。その
具体的取り組みとして、①実用性に富み社会
に貢献できる技術開発の促進が不可欠である

ことから、今後、必要な技術開発の推進方向
についての計画を取りまとめるとともに、新
技術の積極的な活用を図ります。②技術開発
の推進に当たっては、幅広い学術分野の連携、
開発機関の役割分担の明確化と連携の強化、
現場における新技術の検証と事業における普
及の促進と効果の検証など、適切なフォロー
アップが重要です。③その際、国の設計基準
等の技術書の普及・啓発を図るとともに、国
等が主催する研修等を通じて実践的な技術力
を有する人材の育成・確保を図ります。④世
界の食料需給が不安定化する中で、防災や気
候変動への適応技術などの海外においても実
用可能な技術については、技術・研究協力や
国際交流活動などを通じて、海外への情報発
信や技術の移転・普及に努めます。�
　農村工学研究所は、閣議決定という非常に
重いこの土地改良長期計画の達成のために一
翼を担う、特に技術開発においては中心的役
割があると痛感しています。そのためには、
専門研究所として、研究開発機能、災害対策
基本法に基づく指定公共機関としての役割を
含む行政支援機能、技術者育成機能、そして
フィールドサイエンスエンジニアリングによ
る技術開発研究とシーズ研究の表裏一体性か
らの研究者の人材育成機能を今まで以上に発
揮していくことが必要です。�
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研究成果�研究成果�

後背農地を活用した津波遡上抑制技術�
水利工学研究領域�

沿岸域水理担当主任研究員　�

桐　博英�

背景とねらい�
　東北地方太平洋沖地震津波クラスの巨大津
波に対しては、海岸堤防による防災だけでな
く、浸水を許容しつつ、重要なインフラを確
実に防御する減災技術が現実的です。このた
め、農研機構では後背農地を氾濫のバッファ
ーとし、農道等を内陸堤として活用する減災
技術（減災農地）を提案しています。しかし、
実際の計画策定あたっては、どの程度の減災
効果が得られるのかを明らかにする必要があ
ります。そこで、水理模型実験により減災農
地の津波遡上抑制効果を検証しました。�
�
減災農地のイメージ（図１）�
　減災農地は、消波工、防潮林および海岸堤
防による減勢に加えて、高盛土の農道を配置
し、これらに内陸堤の機能を持たせて津波の
遡上抑制を期待するものです。�
�
成果の概要�
　現況地形では、津波継続時間を変化させた
いずれのケースでも海岸堤防を越水した津波

は減勢されることなく内陸部終端まで駆け上
がりましたが、減災農地ではいずれのケース
でも津波浸水速度が低下し、平均して約44%
の津波減勢効果が得られました（図２）。�
津波継続時間が短いケースでは、遡上した津
波は３線堤を越水しませんでしたが、津波継
続時間が長くなると、越水量が増えて背後農
地の湛水深が３線堤の天端を越え、内陸部に
浸水しました。しかし、氾濫水は減勢されて
おり、内陸部の遡上高は３線堤の天端標高を
若干超える程度でした。今回の実験ケースで
は、３線堤前面の位置での津波到達時間で評
価すると、およそ２分の津波到達遅延効果が
得られました（図３）。�

図１　背後農地を活用した巨大津波減勢のイメージ

図３　津波波高と3線堤前面の浸水深の変化

a）津波継続時間が短い場合（ケース1） b）津波継続時間が長い場合（ケース13）

図２　津波浸水速度の比較
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農工研の動き�農工研の動き�

「東日本大震災復旧復興のための実用新技術講習会及び技術相談会」のお知らせ�

　農工研では、下記のとおり東日本大震災復旧復
興のための実用新技術講習会及び技術相談会を開
催致します。多数の方のご来場をお待ちしており
ます。�
○開催日時：平成24年8月9日(木)  13:00～16:00�
○開催場所：宮城県土地改良会館�
　　　　　宮城県仙台市青葉区上杉２丁目２－８�
○主催：(独)農業・食品産業技術総合研究機構�
　　　　　農村工学研究所 �
○参加範囲�
　国、県、市町村および各種団体に所属し、震災
からの復旧復興に取り組む行政担当者、農業農村

整備関係技術者、農業関係技術者、農業者など�
○開催内容�
　基調報告「東日本大震災に関する農村工学研究
所の取り組み」、ポスターセッションによる技術
講習会及び技術相談会等�
○参加料：無料�
○連絡・問い合わせ先：�
(独)農業・食品産業技術総合研究機構�
農村工学研究所�
　技術移転センター移転推進室長　寺村伸一�
　電話：029-838-8296　FAX：029-838-7680�
　Ｅメール：iten@ml.affrc.go.jp

「東日本大震災復旧復興のための実用新技術講習会及び技術相談会」のお知らせ�

平成23年度実用技術開発事業「東日本大震災に関する緊急研究」�

　農工研は、福島第一原子力発電所の事故による
放射性物質のフォールアウト後に耕耘が行われた
水田にも適用できる技術開発を目的として、「既
耕転農地の放射線量低減のための低コスト客土及
び土壌攪拌技術の高度化」の研究を実施しました。
開発したシステムは、代かき濁水を沈殿させるこ
となく水田外へ排除する３列ノズルと真空バキュ
ーマからなる濁水回収システム（図１、写真）と、
回収した濁水を泥と砂に分級し、泥を脱水するシ
ステムです（図２）。これを、福島県農業総合セ

ンターの圃場に設定した試験区（2011年に米作、
放射性セシウム濃度：3000～4000Bq/kg）に適
用したところ、①5cmの客土による放射性セシ
ウム濃度の低減率は約50%であること、②９回代
かき濁水の回収で放射性セシウム濃度が78%まで
低減することを確認しました。②の低減率には、
汚染土壌下の汚染されていない土壌の希釈効果が
含まれているので、実際の低減率は24～35％程
度であると考えられます。�

（資源循環工学研究領域長　今泉眞之）�

平成23年度実用技術開発事業「東日本大震災に関する緊急研究」�

写真　実証試験の様子図１　濁水回収システム

図２　濁水回収システムと濁水分級・脱水システムの概略図
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宮城県と農工研がパートナーシップ協定を締結�

農工研のホームページが新しくなりました�

　平成24年６月13日(水)、宮城県と農工研は、宮
城県被災地における農業生産基盤の復旧復興を先
導的に推進するため、協力連携体制を明確化し、
宮城県行政庁舎においてパートナーシップ協定を
締結しました。締結式には宮城県:村井知事ほか
関係者、農工研の高橋所長ほか関係者等が出席し
ました。�
　本協定のもと、農工研は、(1)蓄積された研究
成果や技術情報の宮城県への提供、(2)技術的な
課題についての情報交換等の実施、(3)復旧復興
事業に係る調査計画・設計・施工に対する技術支
援、(4)関係者との合意形成において生じる課題
への支援等、専門的な立場から包括的、総合的に
宮城県を支援していきます。�
　協定の詳しい内容については下記のホームペー
ジをご覧下さい。�
http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/
pr_report/fles/kyoutei2.pdf�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

（企画管理部情報広報課長　西田信博）�

　以下の事項は、当所ホームページ（http://www.naro.affrc.go.jp/nkk/)の「更新情報」から入って、�
ご覧下さい。行頭の年月日は、ホームページにUPした日付を示します。開催日等ではありません。�

宮城県と農工研がパートナーシップ協定を締結�

　農工研ホームページは、2012年６月
15日（金）より、機構本部のページへ
統合されました。今後この形式により
掲載を行ってまいりますので、何卒一
層のご理解とご協力を給わりますよう
お願い申し上げます。�
　新しいアドレスは下記のとおりです。�
　　http://www.naro.affrc.go.jp/nkk/�
�
　2010年４月からメルマガを配信して
います。ホームページから配信登録す
ることができます。�
　配信の申し込みはここからお入り下
さい。�
�
�
�
�
（企画管理部情報広報課長　西田信博）�

農工研のホームページが新しくなりました�

○2012年７月11日　農村工学研究所技報第213号を掲載しました。�
○2012年５月31日　地すべり災害地に職員を派遣(新潟県十日町市)�
○2012年５月31日　G空間EXPO2012に出展�
○2012年５月25日　農村工学研究所・研究実験ビデオ動画集�

締結式の様子、村井知事（左）と高橋農工研所長（右）

新しくなった農工研ホームページ


